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初めに
第 1 章　1956 年（菊山氏インドネシア赴任）〜 1965 年 9 月 30 日（スカルノ政権崩壊）
（以上前号）
第 2 章　1965 年 10 月（実質的スハルト政権成立）〜 1980 年（菊山氏帰国）






















































































































































































































































































































































けるメーカーは元財閥系の 2 社でした。その 2 社





















































































































































































































左から 2 人目菊山氏，中央横向きスハルト大統領（1975 年 8 月当時）




















































反華人（1973 年 8 月），反日の形を取って爆発
したものであった。運動の中心は学生，都市知
識人層，イスラム指導者，現地人実業家グルー









































































































































































































＊社宅の開放（1962 年〜 1975 年ごろ）
菊山　当時は極端な物資不足で娯楽もなく，各社
の駐在員も息抜きの場所がありませんでした。当
社は，新開地の住宅街の P-2 通りに最初の 1 棟，
その後 P-4（ペーアンパット）通りに 1 棟と 2 ケ
所に社宅がありました。P-2 の社宅は，平屋で収
容人員も少なく，もっぱら宿舎として使用してい
















第 3 章　1980 年（菊山氏の日本での
業務開始）以後



































『和光経済』第 52 巻第 3 号66
縫製メーカー）は，1960 年代末頃から日本向
け縫製基地を求めて海外に進出し始めた。この






















































































































































1985 年 9 月，ホテルオークラでのパーティ（関
係者約 300 名出席）の席上，銀製の大皿の記念品
を頂戴した事が記憶に残っています（モフタル・
リアディ氏は日本経済新聞 2018 年 5 月に「私の
履歴書」を掲載，過日，来日され講演会を開催さ
れました。鴇沢様も親しくされていました）。
『和光経済』第 52 巻第 3 号68








菊山　2004 年 12 月 26 日にスマトラ沖大地震お
よびインド洋大津波が発生し，インドネシアのア
チェ州及び周辺各地に壊滅的な被害が及びました。
当方の母校天理大学では発生の 2 週間後の 2005
年 1 月より学生達が募金活動を開始し，日本赤十
字他 2 団体に寄付しました。さらに 2005 年 3 月
28 日にはニアス島沖地震が発生しました。2005
年の 7 月〜 8 月にかけて天理大学は現地調査を実
施し，その結果，ニアス島に於ける全ての学校が
テントで勉強している事がわかりました。この現
地調査に基づき，母校では 2005 年 8 月〜 9 月に
わたり会議がもたれ復興支援委員会が発足，支援
計画，現地委員会開設，基金活動を開始しました。
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（2020 年 1 月 10 日　受稿）2020 年 2 月 8 日　受理
戦後インドネシア経済の成長と日本商社の果たした役割Ⅱ 71
